
地下水汚染事例における汚染の実態について（追加） 

 

 工場・事業場が原因と推定される地下水汚染事例のうち、汚染原因行為等の

終了時期が平成元年度以降である事例 252 件（253 事業場）について、原因と

推定された工場・事業場の届出状況等について、自治体にアンケート調査を行

った結果は次のとおり。 

 

下水道法等に基づく届出状況                （事業場数） 

 
下水道法第 12 条の３に基づく届出状況 

計 

届出あり 届出なし 不明 

水質汚濁

防止法第

5 条に基

づく届出

状況 

届出あり 59 114 6 179 

届出なし 20 34 0 54 

不  明 1 0 10 11 

計 80 148 16 244 

  （注）１ 252 件中、243 件（244 事業場分）について回答があり、これを集計したもの。 

 

  会社の規模（従業員数） 

従業員数 
20 人

未満 

20 人

以上 

50 人

未満 

50 人

以上 

100 人

未満 

100 人

以上 

300 人

未満 

300 人 

以上 

1000 人

未満 

1000 人

以上 
不明 計 

事業場数 36 12 9 19 26 33 39 174 

（注）１ 252 件中、174 件（174 事業場分）について回答があり、これを集計したもの。 

 

 

 

資料５ 


